
１　はじめに

　これまで２回にわたり仮処分請求と情報公開請求と
いう法使用の実践例から，一市民が法律問題に直面し
ていることに独自にどの程度気づき得て，また，自力
でどのように紛争が解決に至ったかを描写し，それら
を自己反省的に分析することで，法的な分析には高等

教育レベルの「学修」努力が必要である点を紹介して
きた1。今回は，民事訴訟では単純明快な類型に該当
すると思われる賃料請求の事案について，けっきょく
裁判までには至らなかった経緯と事情を一当事者の主
観面と客観面から詳細に検討することで，民事紛争の
実態調査や分析を行う上で考慮に置くべき因子や背景
事情を具体的に提示して裁判過程研究の参考に供した
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い。
　以下，第２節で筆者の体験例を，第３節でその際に
考慮した裁判例を紹介し，さらに第４節で背景として
存在した民法分野の連帯保証論の動向にも言及しなが
ら，けっきょく裁判所が行政法上の考慮もしながら結
論を下した可能性にも言及して，多角的に考察する。

２　事後的に体験した駐車場使用料滞
納事例の紹介

　＜事案の概要＞
　本件は数年前2に筆者が区分所有し居住する建物管
理組合の代表Ｘとして処理にあたった事案である。輪
番で役員に就任し，旧版の管理規約の更新をしようと
理事長に就任した当日に本件賃貸借の対象であった駐
車区画の明渡しが終了し，事態が一段落していた。
　
　　　　　＜略　年　表＞
１年目９月　近隣居住者Ａが駐車場の賃貸借開始
３年目９～11月　使用料を滞納
　　　12月　一括納入，ただし一部不足
４年目１月～　滞納が継続
　　　４月頃　主債務者Ａの孤独死が発覚
　　　５月下旬　連帯保証人Ｃが駐車場区画を明渡し
　夏頃　遺族Ｂら相続放棄，家裁に財産管理の申立て
５年目６月　相続財産管理人の通知：配当なしで終了
　　　７月～　理事会で審議を開始。理事長Ｘが調査
　　　９月　　ＸがＣに事情聴取
６年目１月　理事会決議：請求放棄，損金処理の方針
　　　５月　総会に債務免除などの提案，承認の議決
　総会翌日　ＸがＣへ通知，債務免除の成立

　駐車場を借りていた人物（主債務者Ａ）が孤独死し
ていたそうで，当初は相続人家族Ｂらと駐車場使用料
の連帯保証人Ｃへ請求するのみに思えたが，この間に
滞納額が数か月分も嵩んで10万円以上と予想外の高額
となっていた。しかも借手から契約解除の予告がない
まま月の下旬に至っていたため，契約上は区画が空い
た翌月分も含めた請求金額になっていたせいで，Ｃが
支払いに難色を示している旨を管理会社の担当者Ｙが
翌月の理事会で報告した。そこで管理組合としては，
先にＢらに残されたはずの相続財産から一部でも回収
したうえで残額をＣに請求すれば，金額が下がって比
較的支払ってもらえやすくなるのではないかと楽観的
に考え，しばらく様子を見ることとした。まもなくＢ
らの代理人弁護士Ｄから連絡が来て，遺族は相続を放
棄し，残債務を整理するため家庭裁判所に相続財産の

管理手続を申し立てるという説明だったので，管理会
社を通じて賃料債権の届出をＤの法律事務所に出して
おいた。その後，家庭裁判所の手続が進み，財産管理
人として弁護士Ｅの選任がなされ，再度，同額の債権
届を家裁へ提出していたところ，翌年にＥが債権債務
を整理した結果，故Ａの財産は600万円以上の債務超
過の状態だったため債権者への配当はないまま，管理
手続を終了する通知がＥから来た。よって，期待して
いた債務減額の成果はなかった。
　この家裁の財産管理手続には債権者の意向聴取や報
告の集会もなかったので，Ａの元住所地にあった不動
産や駐車場に停めていた自動車の所有権はどのように
処理されたのかと，一度，Ｘが家裁へ手続記録の閲覧
をしに赴いたところ，通常の民事訴訟と異なって非公
開の手続なので閲覧に利害関係者としての証明が要
り，証明書類の提示を求められた。あいにく管理組合
が法人でないために身分証明には総会や理事会の議事
録しかなく，原本の借出しや複写などの手順が面倒に
なってきて，記録の閲覧自体を諦めた3。実際，駐車
場の賃貸借契約書に添付されていた車検証の写しを視
ると，自動車の名義には販売会社の所有権留保が付い
ており，おそらく不動産も生前のＡは所有していな
かったようであった。後にＣから聴取したところでは，
脱サラで自営業を始めて近隣に転居してきた際に所有
者の名義を抜いて処理していたとのことであった4。
　＜理事会での検討状況①＞
　その後の処理については半年ほどかけて，様々な対
応策を検討した。
　管理会社は，管理委託契約上は滞納５か月目までの
関与で，毎月の請求や督促を書面で発行・送付し，電
話やファクスで督促の連絡をしてくれていた5。とく
に駐車場の外部貸しについては，２基幹事務以外の

（１）理事会支援業務③甲（管理組合）の契約事務の
処理のうち「第三者との契約等に係る事務」に該当
し，実際には賃貸借契約に基づいて月極使用の前月に
請求して，振込みがなければ督促状を送付という運用
処理をしてくれていた。ただし，連帯保証人は建物の
区分所有者が借りる場合には不要なので，外部貸しの
際に付ける連帯保証人への連絡のタイミングについて
定まった規則は準備していなかった。
　＜連帯保証人への事情聴取＞
　このとおり連絡以外の債権回収行為は管理会社の管
轄外のサービスになるうえに，担当者Ｙがかけた督促
の電話からの印象ではＣがたいへん御立腹だそうで
あったところ，幸いなことにＣの職場のアドレスが公
表されていたため，とりあえず理事長Ｘが電子メール
で相手の意向を打診してみた。すると，さっそく来て
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事情を聴いてほしいというので，即日面談に赴いた。
　話によれば，金融機関職員Ａと顧客の経営者Ｃとい
う間柄から古い友人だったが，最近は取引も交遊もな
くなっていたものの，Ａが脱サラをして持っていた宅
地建物取引主任者（2015年４月からは「取引士」）の
資格で不動産ブローカーをしながら，兼業として近く
の遊技場で景品交換所を切盛りするというので，近隣
のよしみで駐車場賃貸借契約の連帯保証人になったと
いう。Ａの退職や再就職などの詳しい経緯までは不明
であるが，郊外の自宅も処理して都心に単身で住み始
めていた。ところが，Ａは死亡の１年前から体調を悪
くしていたそうで，３年目の秋頃から使用料が滞納と
なり督促の電話がＣにも来たため，何度かＡと連絡を
とるなどしてくれていた。その年末にＡが負債の大部
分を返済した際には，管理会社の前任担当者Ｚから問
題解決の連絡電話がＣへあって，その際にＣからＺ
へ「再度滞納になった際には必ず連絡するように」と
依頼しておいたはずなのに，その後５か月も音信不通
のまま漫然と滞納額を累積させて，そのまま全額請求
してきた点が不誠実で納得できないとのことだった6。
また，故Ａの自動車についてもリース契約で販売会社
の所有権留保が付いており，実際に４年目５月下旬の
区画明渡しの出庫時にはＣが手伝ってくれ，バッテ
リー切れで動かなくなっていた車を，わざわざ自分の
車から配線してエンジンを始動させ，所有者が取りに
来るまで店舗の駐車場所でしばらく預かっていたとも
いう。
　面談の最後に，いくらか支払ってもらえないか金額
の希望を打診してはみたが，できればゼロの方がよく，
今の金額を請求するのであれば，裁判をしてもらって
言い分を主張するという意向だった。このとおり，主
債務者Ａも連帯保証人Ｃも最初から負債を踏み倒そう
とするような悪質な人物や対応でもなかったことが確
認できたので，さらに方策を検討することとした。
　＜理事会での検討②＞
　毎月の理事会で審議してみたものの，同種の裁判経
験がある役員は皆無であり，議場で出される疑問に対
しては理事長が調べて翌月の会合で回答していた。
　まず裁判するのかどうかであるが，支払督促や少額
訴訟といった簡易な回収手段もあるが，自営の仕事柄
低額料金の紛争経験が豊富そうなＣは通常訴訟に持ち
込んで争うというので，余計に費用と手間がかかりそ
うだった。また，管理会社の顧問弁護士は同社固有の
案件しか担当できないので，新たに弁護士に代理を依
頼すると，着手金で最低10万円に成功報酬１割前後が
要る7ようで，司法書士でも５万円からの着手金がか
かる8ので，費用倒れに終わる可能性が高いという見

通しも説明された。そもそも誰も知己の専門家を紹介
してくれないので，法律相談の窓口から探さなくては
ならず，出発点に立っているかのような状態であった。
　ある役員は提訴の立場で終始一貫していたが，まる
で不動産業者のようでありながら，具体的な手続や内
容に関しては管理会社に任せればよいというばかり
で，取立ての方策に関する有益な情報提供はなかっ
た。また，管理会社の担当Ｙのほうも，不都合さの混
じったルール通りに動くのみで安易に回収可能だと考
えており，少額訴訟制度の利用を示唆してきたが，そ
の手続は原則争いのない事案を想定しているので論外
であった。実際，未経験者ばかりで予測がつかず調べ
ても採りたくない選択肢が増えるばかりで不安になる
一方なのに，管理会社の顧問らしき弁護士は「回収可
能だ」と太鼓判を押してくるらしく，では「その弁護
士に依頼できるのか？」と問うと管理会社を代理する
立場上できないそうで，それならば，「誰か別の良心
的な弁護士を紹介してくれるのか？」と尋ねてもして
くれず9，さらに「弁護士費用と回収金額との兼合い
を考慮したうえでの真摯な助言か？」と念を押してみ
ると返事さえなくなり，ついには，連絡ミスをしたＺ
とＹが紛争の原因なのだから管理会社が「損害」を賠
償すべきだといった方向転換まで役員から出てくる始
末だった。
　けっきょく法律相談や弁護士探しからＸが始めなけ
ればならないが，その際に骨を折るＸ自身の費用弁償
はどのようにするのかも定かでなかったうえに，裁判
手続自体にも細かな費用10がかかるので，自分の負担
も含めて，どのように処理されるのか疑問に思うよう
になった。Ｘも当初は，支払督促で異議がなく，すぐ
に確定して債務名義が取れれば，執行段階に移るので，
そこで動産か給与債権を差し押さえるか検討しようと
先の手続を踏んでいた11ところ，そもそも請求金額に
争いがあるため何度か法廷に出頭しなければならず，
訴訟手続に関与するのにはやぶさかではなかったが，
次節にみるように一括請求を全部棄却するような裁判
例を目にしてからは裁判の結論にも減額方向での不安
が残った。しかも，いろいろ努力して一部認容や和解
で一定の成果を得ても，専門職を使わないと総会で組
合員向けの説明がしにくいであろうし，本人訴訟です
るにしても裁判の見通しや裁判中の和解の方針を説明
したうえで事前に総会の決議を得なければ動けないよ
うな気もしてきて，けっきょくＸの分も含めた費用対
効果という難点に考察が戻ることとなった。
　さらに考察を巡らすと，そもそもの紛争の原因は，
管理会社の連絡ミスや状況報告を受けて指示する前任
理事会の判断の遅れといった管理事務の構造的な部分
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にあることも判ってきたため，もう充分に説明したう
えで債権を全部放棄して債務免除してしまう道が一番
円滑で損失も少ない点に確信をもつようになった。
　７月から翌年１月まで半年以上審議して，すでに調
査結果や意見も出尽くしたので，役員らが下記の４案
を提示して，説明も補足した上で投票をした結果，連
帯保証人に請求せず，総会で損金処理の承認を得る第
３案で臨むことにした。各案と賛成票数を列挙すると，
「第１案　請求金額に関わらず裁判にて全額回収を

　　　めざす。～１票　
・裁判費用（特に代理人の司法書士か弁護士の
　　着手金と報酬）で赤字となる懸念あり。
第２案　連帯保証人と再交渉し，少額でも回収を
　　　試みる。～２票　
・例として，連帯保証人，管理組合，管理会社にて
　３分の１ずつの責任で請求してみる。12　
第３案　経緯が複雑で，各自に責任と貢献がある
　　　ので，連帯保証人には請求しない。～４票
※相手方の貢献とは，敷金相殺と出庫協力のこと。
第４案　まだ判断を保留する。～０票」

という意見分布になった。
　仕事柄，経験の豊富な債務者Ｃが歓迎していそうな
第１案は素人には危険だとして，第２案で裁判外の和
解交渉を試みても，その部分的達成の暫定結果が総会
で承認されるかどうか定かでなく，もし承認されない
場合には，また裁判や再三再四の交渉をやり直したり
しなければならず，相手方もさらに立腹するであろう。
その他，数か月後の総会で方針を決めてから動くのか，
その決議した提案を今度は相手方に断られたら，けっ
きょく裁判となるのか等々，組織内の意思決定手続と
裁判手続との前後関係や多彩な利害関係者の流動的な
見解を念頭に置くと，不確定要因が常につきまとう。
それならば，もう確実に相手方が飲むはずの債務免除
の第３案で進めたほうが双方にとって手間暇が省けて
明快ではないかと，後掲の原告側請求を全部棄却した
裁判例もヒントにして思い至ったわけである。
　＜総会への提案：債権放棄，債務免除＞
　明渡しから２年後の５月の管理組合総会で，議案「外
部貸駐車場未収金の債権放棄と損金処理」が提示され，
質疑応答により説明を補足した上で議決を採った結
果，賛成95.5%（うち議場21.3％・書面74.2％），反対4.5%

（同じく各2.25%）の議決で承認された。
　その内容は次の通りである。

「１　議案の内容
　外部駐車場契約者に対する駐車場使用料未収金約５
か月余分９万７０００円について，管理規約第４７条
三号の「使用料の賦課徴収方法」に係わる重要事項

（十三号）として，連帯保証人への債権放棄と，同じ
金額の損金処理とを提案いたしますので，下記の経緯
と事情とを宜しく御検討の上，御承認をお願いします。
　金額：12月分７千円と１～５月分の計９万7000円
２　事案の経緯
　…以下の諸事情を考慮して債務を免除する案にしま
した。ただし，今後の外部未収金の請求をすべて放棄
して損金処理にする先例を形成する意図ではなく，費
用や近隣関係を重視した総合的な個別の判断です。
３　理事会が考慮した諸事情（10点）
　①亡主債務者は・・・２年以上にわたり当駐車場を
外部料金で借りた実績がある（受領総額約50万円，敷
金相殺分含）。
　②同人は〇年８月頃から体調悪化のせいで３か月滞
納したが，年末にはほぼ支払い，その後また滞納が始
まり翌年４月に孤独死した模様である。
　③翌月に死去の通知を受けた連帯保証人は当駐車場
からバッテリー切れで動かない車両の撤去を行い，所
有者の信販会社へ返却する手配もとってくれた。
　④契約上は滞納２か月で解除明渡請求が可能だった
のに当組合は見送った。
　⑤敷金１万８千円を解約後1か月分の債務と相殺し
て一部は回収できた。
　⑥全額回収のために裁判を起こす場合，管理委託契
約の範囲外として，管理会社と別途協議し，各種手数
料等を考慮していかなければならない。
　⑦とくに弁護士や司法書士を雇う費用で５～10万円
の着手金と，報酬（勝訴額の１割が標準）を要するた
め，債務額と較べて赤字となる可能性がある。
　⑧保証人への滞納通知が大幅に遅れるなど特段の事
情がある場合に，約300万円の一括請求を権利濫用と
して全部棄却し（広島地裁福山支部2008年判決，参考
例として［URL 略］で公表），控訴審でも36万円弱し
か認容しなかった市営住宅の裁判例がある。
　⑨亡主債務者と連帯保証人（理事長面談済）には悪
気が認められない。
　⑩現在の外部貸は内部向け施設を知己に一時的に借
りてもらう建前であって，回収に熱中しないほうが…
旧来の運用とも合致する。　」
　総括すると，主債務者の体調悪化という気の毒な事
情を背景に関係者が形式通りの対応しかしなかったた
めに後手に回ったように見える。管理組合，理事会，
管理会社，主債務者，連帯保証人のそれぞれで責任を
分担するとすれば，連帯保証人は出庫を手伝い，主債
務者は敷金を相殺され，管理会社にも連絡ミスはあっ
たものの，そもそも管理委託契約上は外部契約時の督
促方法や連帯保証人への請求のタイミングがルール化
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されていなかったために突然の一括請求になったとい
う背景事情も考慮すると，外部との賃貸借契約の当事
者である管理組合の理事会が適宜に的確な指示をする
他はなかったようで，けっきょく管理組合自身が残っ
た責任を負う形に至った。三方一両損の５人版ではな
いが，それぞれの利害得失を考慮したうえでの総合的
な判断としては筋が通っているように思われる。

３　参考にした裁判例

　＜当初の認識＞
　Ｘが連帯保証債務の関連で裁判例情報を検索してい
て，裁判所サイトでたまたまヒットしたのが広島地裁
福山支部2008年２月21日判決（事件番号：平19（ワ）
69号，建物明渡等請求事件）だった13。この事件の事
実関係の流れを箇条書きすると，次のようになる。

①主債務者Ｓが市営住宅の賃借を開始 1982.10.26
②Ｓ：1991年頃から滞納：

1991.1.20～1993.5.18まで11回の催告
③Ｓ：自己破産宣告1993.6.7，免責決定も受ける。
④Ｓ：市と相談して分納の誓約書を入れる。1993.10.19
⑤市が誤って連帯保証人の伯父Ｕへも催告1993.12.20
⑥Ｓ：市へ抗議1994.1→連帯保証人への催告を躊躇

→後に市の内規違反となる
⑦Ｓ：1994年夏ごろから滞納継続
⑧Ｓ：未払金額の承認と分納の誓約が３回

：1999, 2000, 2002, 2005年
⑨連帯保証人の１人・父Ｔ逝去2001.7.10
⑩市がＵへ支払催告2006.10.11　
⑪市の最終通告2006.10.25。
　Ｓの支払がなく10.31契約解除
⑫市：訴え提起の専決処分11.14，
　市議会建設水道委員会報告11.22，本会議報告12.1。
⑬市側，建物明渡等請求提訴2007年
⑭市側，建物明渡の強制執行2007.7.25
　請求内容：1997年1月～賃料と損害金293万1248円
　Ｕの抗弁 a）３か月の滞納で明渡請求が可能だった。
　　　b）1993年の催告後５年で債務は消滅時効した
⑮第一審　広島地裁福山支部2008.2.21判決：

Ｕの主張は排斥したものの，原告市側の13年間通知
なき一括請求を権利濫用として全部の請求を棄却

⑯控訴審　広島高裁2008.8.19判決：
　権利濫用の評価を維持したものの，「当初1年」分の
使用料35万5800円14は認容　→⑰被告は支払った

　四半世紀近くにわたる賃貸借で紆余曲折もあろう

が，最初の十年間の滞納は金額が不明であるものの，
破産免責で主債務者の訴外Ａは支払わなくてもよく
なったはずであったが，２名の連帯保証人に請求が
行った点を抗議したのをみると，けっきょく父の応援
も得ながら自分で支払っていたのだろう。 後半も似
たような経緯で滞納額が減らなかったものの，父の死
亡で支援がなくなり，累積が増えていったようである。
　市の支払請求を全部棄却した第一審の論理を追う
と，まず判決は一般論として，連帯保証人を付するこ
との効用として，①「公営住宅の賃借人に対し , 連帯
保証人に迷惑を掛けてはいけないという道義心から賃
料支払義務の確実な履行を促す」日常的な効果と，②

「賃料を滞納した場合に，公営住宅の賃借人に対して
連帯保証人から納付を促してもらうことによって，賃
料支払義務の履行をより強力に促す」支払督促の効果
を期待して，滞納累積中に保証人が果たすプロセス上
の役割を重視している。さらに，本件の連帯保証人の
保証責任の範囲として，③「入居者の賃料不払を無制
限に保証していると解することは相当で なく，自ず か
ら社会的相当性の認められる一定の範囲に限定される
べ き」と保証人保護の方向で保証責任の範囲を解釈し
直したうえ，具体的な場面として，④滞納が あった場
合の明渡し等請求訴訟の提起を市側が慎重に処理する
こと「によって滞納賃料等の額が 拡大した場合に，そ
の損害の負担を安易に連帯保証人に転嫁することは許
されず 」，訴訟の提起を猶予する等の処置をするに際
しては，⑤「滞納額の増加の状況を連帯保証人に適宜
通知して連帯保証人の負担が 増えることの了解を求め
るなど ，連帯保証人に対しても相応の措置を講ず べ き
もの」と判示して，主債務者と保証人とで行政実務上
生じる利害が異なる点を背景に，双方の意向へ配慮し
ながら的確な通知連絡により調整することを求めてい
る。
　このような前提を本件へ当て嵌めた結論として，原
告市は⑥内規に反して「賃料滞納の状況についても一
切知らせず に放置していたもの」で あり，⑦「内部的
な事務引継上の過失又は怠慢が 存在するにもかかわら
ず ，その責任を棚上げ にする一方」，⑧民法上 , 連帯保
証における責任範囲に限定のないことや，連帯債務に
おける請求に絶対効が 認められることなど から，被告
に対する請求権が 形骸的に存続していることを奇貨と
して，敢えて本件訴訟提起に及んで いるもので あり」， 
⑨「本件請求における請求額に対する被告の連帯保証
人としての責任範囲等を検討するまで もなく」，⑩「本
件請求は権利の濫用として許されない」と請求を全部
棄却したのである。
　これを読んだＸは，それまで市営住宅の賃料はもと
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もと低額に設定されているため，かえって累積した滞
納分も一部くらいは支払わせるのであろうと思いき
や，なんと自治体側の順当に思える請求が全部棄却さ
れて驚いたため，前節の事例のように十万円と少額で
あっても保証人には予想外の一括請求であれば，棄却
されやすいのではないかと理解した。また，裁判官単
独の判決であるが，滞納累積や督促の経緯を丁寧に考
察したうえで，連帯保証人の役割も限定的に解釈して
いるので，これこそ名裁判だと解釈して参考にした。
実際，現在も参考事例として地裁の判決だけが裁判所
のサイトに掲載されつづけている。
　＜控訴審の補足＞
　Ｘは，全部棄却という原告市にとって過酷な判決が
第一審で確定したかどうかの確認と，裁判例本文には
当事者目録がついておらず，市側と被告側が代理人弁
護士を利用したかどうかさえ定かでないため，福山市
の担当課へ電子メールで照会を試みたところ，福山市
建設局建設部住宅課から（５年目）10月５日付で電子
メール回答があった。すなわち，民法447条（保証債
務の範囲）の無制限原則にのっとり，第一審とほぼ同
じ主張で広島高裁に控訴したところ，2008年８月19日
に保証人の責任を一部認める変更判決があった。未公
表なので原告市から提供された文章から引用する。

「　　　　　　 主　文
１　原判決を次のとおり変更する。

（１）被控訴人は，控訴人に対し，金35万5800円を支
払え。

（２）控訴人のその余の請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は，第１，２審を通じてこれを８分し，
その１を被控訴人の負担とし，その余は控訴人の負担
とする。
　　　　　　　判 決 要 旨
１　争点（１）連帯保証債務の制限について
　福山市営住宅等条例第41条２は，入居者が滞納した
際における市営住宅等明渡請求についての控訴人の権
限行使の根拠規定であり，連帯保証人の責任範囲を規
定したものではない。よって，被控訴人の主張は採用
できない。
２　争点（２）権利濫用について

（１）控訴人は，訴外Ｋが納付誓約を履行しないにも
かかわらず，連帯保証人である被控訴人に対し連絡，
通知をせず，訴外Ｋが滞納を始めて１２年余を経過し
て初めて多額の未払賃料を支払うよう催告している。
このような控訴人の行為は，滞納整理要綱に定める手
続きに反し，連帯保証人である被控訴人が主債務者で
ある訴外Ａに働きかけたり，弁済したりする機会を奪
うものであり，しかも，多額の未払賃料が生じた責任

を被控訴人に転嫁するものである。
　よって，未払賃料及び賃料相当損害金の全額を請求
することは，権利の濫用として許されない。

（２）被控訴人は連帯保証人として責任を負う立場に
あること及び認定した事実関係により，当初１年分の
未払賃料である35万5800円の責任を負うべきである。
３　争点（３）消滅時効について
　未払賃料債務は，発生から訴訟提起までに５年を経
過していないか，又は主債務者訴外Ｋが納付誓約書の
提出によって債務承認し，それによって消滅時効は中
断され，その効力は被控訴人に対しても及んでいる。
　したがって，被控訴人の主張は採用できない。」

　この判決が確定して，被告の連帯保証人は支払って
くれたという15。
　また，裁判費用面について，「おそらく代理人弁護
士を雇用されたと思いますので，費用を含めると認容
金額としてはこれでも低く，帳尻が合わなかったとい
う理解でも間違いないでしょうか。」という質問をし
たところ，「福山市としては請求金額に満たない判決
であったため，『帳尻が合わなかったという理解』で
問題ありません。」という回答であった16。
　Ｘは，裁判所が10年分のうち１年分のみという１割
しか認めなかった点17と，裁判で獲得した成果よりも
費用の方が高くついたとも読める市側のコメントが
あったので，前章の駐車場賃料の連帯保証人Ｃに対す
る５か月分余りの一括請求が裁判所から全部否定され
ることまではないまでも，被告側Ｃの言い分を考慮す
れば，切りの好い１か月分か契約解除と区画の明渡請
求が可能となる２か月分程度に減額されるなど実質敗
訴の可能性があるような印象を抱いたような次第であ
る。

　＜今回読み直した結果＞
①　公営住宅における連帯保証人の軽減または廃止
　上記引用の前段で，公営住宅法第１条は「国及び 地
方公共団体が 協力して，健康で 文化的な生活を営むに
足りる住宅を整備し，これを住宅に困窮する低額所得
者に対して低廉な家賃で 賃貸し，又は転貸することに
より，国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与するこ
とを目的とする」「から，そもそも，公営住宅の賃貸
借において，住宅に困窮する低額所得者で ある賃借人
の賃料未払いを担保するために，賃貸借契約締結の条
件として連帯保証人を付することを要求することの正
当性及び 合理性自体に疑問が ある」という強い現状批
判が開陳されており18，判示の趣旨は，公営住宅の賃
貸借にあえて付された連帯保証人に期待される特別な
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役割は，要保護世帯へのきめ細やかな生活・経済支援
という限定したものであると解釈したようにも読め
る。
　そして，2017年の民法改正（2020年４月１日施行）
に合わせて19，広島県では県営住宅での連帯保証人制
度を廃止し20，広島市では緊急連絡人に代替させてい
る21。他方，福山市では連帯保証人を１名に減らし，
保証の極度額を14か月分までに設定している22。ただ
し，改正民法では期限の利益喪失の情報提供が遅れて
も遅延損害金の減額にしか影響しないため（458条の
３②項），元本が巨額の本件一括請求とは関係が薄い。
②連帯保証の範囲を制限する裁判例の進展
　最近でも保証人の保護を巡って具体的な方策や論理
付けが編み出されながら判例が形成されつつある23。
　その後の公営住宅の裁判例では，生活保護世帯の別
居や住宅扶助給付のタイミングや不法占拠など様々な
要素が絡み合いながら，親族である保証人にさえ滞納
を阻止する手段が残されず，賃貸人である自治体から
の明渡訴訟が必要となってから実際の退去や強制執行
まで約１年間の余裕をみてから，保証人の責任軽減を
図っている。
　すなわち，大田区営住宅建物明渡請求事件（東京地
裁2012年７月18日判決，2012WLJPCA07186003））で
は，「賃借人が賃料不払を続けながら賃貸建物を明け
渡さないという事態が生じた場合，賃貸人には…当該
保証人との関係で，解除権等の賃貸人としての権利を
当該賃貸借の状況に応じて的確に行使すべき信義則上
の義務を負」い，その権利の行使を著しく遅滞したと
きは，その時点以降の賃料と賃料相当損害金の保証人
に対する請求は，信義則に反し，権利の濫用として許
されない」とされた。
　さらに，その事件の控訴審では，生活福祉課が不法
占拠者に対して必要な住宅扶助を支給して使用料等滞
納の発生を防止することが十分可能であったのに実行
しなかった点も信義則違反を基礎づける重要な事実と
評価して，「請求の一部が信義則に反し，権利の濫用
であると説示するところに加えて，信義則違反となる」
とまでいう（同上控訴事件・東京高裁2013年４月24日
判決・確定，2013WLJPCA04246006）。
　また，相模原市営住宅の建物明渡等請求事件（横浜
地裁相模原支部2019年１月30日判決，TKC25562686）
でも，子供３名を住まわせつつ，主債務者本人が保証
人である母親とも数年以上音信不通という特異な状況
下で，生活保護が打ち切られた後，賃料滞納額が嵩む
ため保証人が途方に暮れていたところ，「何度も原告
に対し，訴外Ｍの退去の措置を求めており，保証責任
の拡大防止の意向を示し，連帯保証責任の存続を欲し

ていない意向を示していたにもかかわらず，原告が依
然として訴外Ｍに本件住宅を使用収益をさせ，本件賃
貸借契約の解除及び建物明渡しの措置を行わず，毎月
の未払賃料及び違約金の債務を累積させていたことが
認められ，原告には，本件連帯保証契約上の信義則違
反が認められ，…上記事情を考慮すると，上記時点以
降の原告の被告に対する保証債務の履行請求は，権利
の濫用として許されない」とした。とくに，この訴訟
では，被告の保証人側が広島地裁福山支部の全部棄却
判決と上記東京高裁判決を有利な証拠として提出し，
他方，原告の市側が広島高裁の当初1年分の賃料認容
判決を証拠として提出している。
　そして，その控訴審では，その間の市と保証人間で
のやり取りや意思表示を踏まえて，生活保護廃止から
２年後以降の保証人への請求を権利濫用としている

（東京高裁2019年７月17日判決，上告・上告受理申立，
TKC25563566）。
　

４　今回の提訴回避と前後の学修から
得られた教訓

　今回も多分野にわたる調査や考察が必要であった。
　①　法社会学的な考察：民事紛争の展開
　紛争を裁判で解決するには，本件のような簡易な内
容の請求であっても，価値判断的・関係的・技術的各
因子がそれぞれ同時に働き，紛争の段階が進み，交渉
や裁判の見通しを考察するにつれて，主要には技術的
な因子の考慮から手続の履行が困難になっていく現象
があることを例証できた。
　すなわち，和田安弘『法と紛争の社会学：法社会
学入門』（世界思想社1994年）24の分析枠組によれば，
紛争段階で終わった事例では，関係的要因は潜在化し
て技術的な要因が作用するという。ただし，その内容
構造は複雑で，当事者の経験・知識といった「主体的
事情」，相談相手・展望・共通の場・第三者といった
主客中間の「状況的事情」，準則・コスト・特殊といっ
た「客体的事情」が合わさって作用するという（149
頁の表４）。そして交渉段階に至ると，価値的・関係
的要因は潜在化し，技術的要因の客体的事情が前面に
出て来て，法的準則と打算的な現実の考慮といった要
因が作用するという（165頁の表５）。
　本件の債権放棄も，前記した総会議案３項に列挙し
た10点の考慮事情で整理すれば，①支払履行と③明渡
しの迅速対応で債務者側との良好な「関係」を強調し，
②孤独死で「特殊」事情を挙げ，④債権者側が契約解
除の機会を放置して相互調整のための「共通の場」を
失い，⑤一部回収で「準則」を履行し，⑥管理会社と
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の協議・追加費用と⑦専門家にかかる費用では契約上
や裁判上の「準則」を背景にした「コスト」の打算を
行い，⑧債権者に厳しい裁判例の指摘で法「準則」に
訴え，⑨面談の印象と⑩収益性の否定で「価値」観を
調整して事態の精確な把握へ誘導した，といったよう
に「紛争」段階の枠組が事件の全体構造と経緯の整理
に使える。そして，知識と経験を持つ「相談相手」は
おらず，「共通の場」は近隣で，管理会社の役割が微
妙なため「展望」は暗いという「状況」下で，走り回っ
て諦めを促す「第三者」はＸだったことになろう。
　本格的な「交渉」と呼べるやり取りまではしていな
いが，必要な情報は収集して，最終的には「準則」と「コ
スト」を中心に当事者の役割や利害得失を考慮して法
律に乗っ取った解決に導けた点も「交渉」段階の枠組
に合致しているようである。事後的な確認ではあるが，
裁判前に終結する事例に該当するといえよう。
　②　行政法上の考察：専決処分の範囲を踰越？
　筆者が福山市議会の会議録検索サイト25で「専決処
分」の例を検索すると，議事上は報告のみでよく議会
の承認が不要なようなので，関連規則を検索した。す
ると，「市長の専決処分事項の指定について　1966年
５月17日議決」という規則があり，地方自治法第180
条第1項の規定により，市長の専決処分事項が市議会
により指定されていた。現行では，１号が「１件100
万円以下の法律上市の義務に属する損害賠償の額の決
定に関すること」，３号が「その目的の価額が100万円
以下の訴えの提起，和解，斡旋，調停及び仲裁に関す
ること。（算定不能の場合を除く。）」となっており，
第２節で紹介した事件の請求額293万円余がこの規制
を優に超えており，提訴には承認の議決が要るような
雰囲気であった。しかも，この百万円以下の範囲は，
本件提訴の翌年に改正して拡げたもの26であって，前
年の提訴時には30万円以下の訴えしか専決処分ができ
ないルールだったようである。
　数は少ないが毎年のように訴えの専決処分があるよ
うで，2006年度には本件と内容が合致する１件しかな
く，住宅課長の報告では「悪質滞納者」と表現されて
いた27。なお，前年2005年の類似した滞納案件２件に
ついては「訴えの提起」に議決を採っている28。
　③　反省点
　時間的には余裕があったので，司法書士や弁護士な
どの法律専門職へ相談してみてもよかったはず29であ
るが，自分の時間的な負担や管理会社の煮え切らない
態度，役員団の萎縮的な態度を前にすると，相談の移
動すら面倒になってきたので，独自に資料を調べて選
択肢や予想される展開を考察しながら結論を出してし
まった。それによりこの論稿もあるわけだが，民法上

も連帯保証については不備があるような状況下で，し
かも区分所有者同士の関係を規律する管理規約，管理
会社と締結する管理委託契約，一部の設備を活用して
もらう外部賃貸借契約というルール化が図られてはい
たものの，それぞれの規定において組合外部の連帯保
証人に関する対応や配慮が抜けていたので，実際には
専門家にとっても類似ケースの処理を経験していなけ
れば，かなりの難題であったのかもしれない。
　また，連帯保証人には契約時に両当事者分の２通に
署名押印をさせるだけで，契約書の原本も写しも渡さ
ない運用になっていたので，本件でも保証の内容が不
明なため，管理会社からファクスで送信してもらった
とＣは述べていた。本当に必要であれば，主債務者や
保証人自身が写しを作成して保管すればよいのであろ
うが，無制限の責任を追及するのであれば，当事者に
準じて説明と了解を得てこそ，契約履行促進の役割も
発揮されるだろう。現況のように保証人を蔑ろのよう
な扱いにしておきながら最後に突然高額の一括請求を
されたら，確かに困惑どころか憤慨するであろう。実
際，連帯保証人へも契約書を渡す方式の雛型が2018年
３月に国土交通省から紹介されている30。

【注】

１　拙稿，本誌68巻第二部25-34頁 , 2019年，教育学研
究１巻50-59頁 , 2020年。

２　匿名性を確保するため，事件の年代を曖昧にした。
３　しかも，もし財産管理手続に何らかの不備が見つ

かったら，またそれを裏付ける書類をこちらが取り
寄せたりなど追加作業をせねばならないようにも思
えて，どうせ債務超過の結論自体は覆りそうにない
裁判手続に関与するのが億劫になってきたからでも
あった。

４　ちなみに故人Ａの氏名をインターネット検索した
ところ，元は金融機関の管理職を経て，不動産業に
も従事していたようなので，事前の財産処理が予測
された。念のために不動産登記事項証明書を取って
の現況確認も考えたものの，オンライン請求の費用

（送付式500円）のみだと低額であるが，さらに組合
内での低額支出の会計処理や説明に手間・暇を要す
るためと，そもそも所有名義が残ってい「ないこと」
の確認でしかないために費用対効果を考慮して断念
した。

５　管理委託契約上は，組合員の口座から引落すのが
原則とされ，滞納後５か月目まで，１月目は請求書
送付，２月目は電話督促，３，４月目は督促状の送
付で，５か月目に理事会協議で管理会社の「滞納者
への督促」業務は終了となっていた。管理委託契約
書・別表第１事務管理業務・１基幹事務（２）出納・
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②督促を参照。
６　これには，翌月に管理会社の担当者がＺからＹに

交代して引継ぎがうまく行っていなかったことや，
管理組合の出納状況報告が前月締め切った内容を翌
月下旬から回覧して遅れがちになるため，理事会の
認識やその指示に基づく管理会社の対応が月単位で
後手に回るという事務処理上の所要期間も背景事情
としてあった。

７　たとえば，近隣の間所法律事務所（広島市中区）
の 料 金 表 に よ れ ば（https://magokoro-law.com/
fee/），民事裁判の場合，経済的利益０～300万円部
分につき着手金標準額は８％（最低10万円）で，報
酬金標準額（円：税別）は15％だという。

８　たとえば，近隣の笹井司法書士事務所（広島市
中区）の料金表（http://sasai-offi  ce.com/expense.
php）によれば，訴訟代理の着手金は５～10万円に
回収額の25％の成功報酬がかかり，また，司法書士
法人武田事務所（安芸郡海田町）では，簡裁管轄の
少額訴訟や通常訴訟で最低８万円の着手金に経済
的利益の20％の報酬がかかるという（http://offi  ce-
takeda.jp/saiban/index.html）。

９　マニュアル本でも「弁護士にも個人差や能力差が
ありますから，相性が良さそうな先生が見つかるま
で何軒か相談してみるのがいい」というが，団体で
はこの人選が難しいという（吉田猫次郎『「連帯保
証人」ハンコ押したらすごかった，でもあきらめる
のはまだ早い！』ワニ・プラス2011年158頁）。

10　概算すると，訴額９万７千円に訴えの提起1000円，
調停ならば500円である（民事訴訟費用等に関する
法律，別表第１，１項下欄（１），14項下欄（１）参照）。

11　運よく勝訴したとしても，快く支払ってくれなけ
れば，C が経営する近隣の店舗は法人名義なので，
C 個人の所有であろう自宅の家財を差し押さえた
り，給与か役員報酬を差し押さえたりするのも不慣
れな手続が面倒で，かつ費用負担も C 側に加算さ
れて嫌がらせのようになるので相当な覚悟が要りそ
うだった。

12　これも，保証人Ｃから怒りを向けられている管理
会社が支払わないと断言していたので，前提を欠い
た決裂必至の交渉であって，Ｃを方便で騙すか，普
段，組合と協力しあっている管理会社をも裁判の被
告側に置くことになるため最悪の事態に陥るであろ
う。しかも，その劣悪提案を持っていくのはＸの役
割なのである。

13　https://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/
detail4?id=36278，West Law Japan 文 献 番 号
2008WLJPCA02219013，TKC 28140925.

14　試みに検算をすると，2007年１月～2010年３月ま
での住戸使用料月額26,600円（判決文２頁）の12か
月分が319,200円，かつ2004年５月から借りた駐車
場使用料2,800円の12か月が33,600円であり，まだ認

容額が3000円余るため，裁判所か市役所の転記ミス
であろうか，判決文には計算式がないため謎が残る。
2006年11月22日の福山市議会建設水道委員会記録で
は，時効にかからぬ滞納分10年目の10月まで118か
月分のところ，92か月分の一括請求だというので，
26か月分は納入している勘定になるらしい。

15　再質問に対する住宅課同年10月13日付電子メール
回答。本文以下の引用も同じ。

16　当事者目録が掲載されておらず不確かだが，他の
自治体の例や訴額と主張内容からして，おそらく控
訴審でも代理人弁護士を雇用しているものと思われ
る。

17　司法界で十分の一と言えば，損害賠償請求の弁護
士費用の相場，任意整理の弁済割合の最低限度，破
産管財の回収率などを彷彿とさせるが，第４節で考
察するように，当時の福山市では訴訟に関する専決
処分の範囲が30万円以下に指定されていた点も考慮
して，地裁は実質無効な提訴として全部棄却，ま
た，高裁は30数万円程度の認容にとどめた可能性も
ある。判決文で言及しなかったのは，被告が指摘し
なかったのと，内容が一般の賃料債権を行使する民
事訴訟を自治体が行う処分の公定力について厄介な
論点が含まれているからではないだろうか，検討の
余地があろう。

18　2009年の時点で個人保証や連帯保証制度の廃止や
禁止が，改正論議の際に出ている。たとえば，大
阪弁護士会「実務家からみた民法改正：『債権法改
正の基本方針』に対する意見書」（2009年）別冊
NBL131号161-163頁，今尾 真「第７章 保証人の保護：
その方策の拡充を中心として」安永正昭ほか監修『債
権法改正と民法学Ⅱ 債権総論・契約（１）』商事法
務2018年173-210頁。また，債務者救済の観点からも，
新潟弁護士会では1993年から組織的に取り組んで裁
判例を論点ごとに整理して関東十県会夏期研修会の
テキストとして出版しており，2012年には同会編『保
証の実務 新版：保証契約の不成立から求償まで』（同
会2012年）として更新している。本件との関連では，
継続的契約のうち，賃貸借の保証責任を限定する裁
判例として９件が挙げられており（270-274頁），一
般条項，特に信義則違反による限定として，東京地
裁1976年７月16日判決と本件福山市営住宅事件の地
裁判決が紹介されている。
　さらに，大阪弁護士会からは2013年３月27日に

「個人保証の原則廃止等を求める意見書」（https://
www.osakaben.or.jp/web/03_speak/kanri/db/
info/2013/2013_5152a28ba642d_0.pdf）が出されて
おり，その後，同年５月31日に「『民法（債権関係）
の改正に関する中間試案』に関するパブリックコ
メントに対する意見書」（https://www.osakaben.
or.jp/speak/db/pdf/2014/oba_spk-14.pdf） も 出 さ
れ，保証人保護の方策の拡充として，(1) 個人保証
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の制限， (2) 契約締結時の説明義務，情報提供義務，
(3) 主たる債務の履行状況に関する情報提供義務，(4) 
その他，身元保証法第５条を参考とした責任減免規
定（裁判所は一切の事情の斟酌）とフランス消費者
法典の比例原則を参考とした過大保証を禁止する規
律が適当な方策として提案されている（137～145
頁）。

19　国土交通省住宅局住宅総合整備課長「公営住宅へ
の入居に際しての取扱いについて」2018年３月30日
国住備第５０３号，
https://www.mlit.go.jp/common/001369101.pdf，
民法改正により個人根保証契約において極度額の設
定が必要となり，「近年身寄りのない単身高齢者等
が増加して…今後，公営住宅への入居に際し，保証
人を確保することがより一層困難となることが懸念
され」るため，「入居手続における保証人の連署す
る請書提出の義務付けを削除し，説明中に緊急時の
連絡先の提出を新たに記載（第１０条関係）した（国
土交通省住宅局長「公営住宅管理標準条例（案）に
ついて」の改正について（2018年３月30日付国住備
第５０５号）
https://www.mlit.go.jp/common/001369102.pdf,
　また，保証人の請求による債務の履行状況に関す
る情報提供義務（第４５８条の２），主たる債務者
が期限の利益を喪失した場合の情報提供義務（第
４５８条の３）なども規定されたことを踏まえ，保
証人に対して的確に情報提供を行っていくことが必
要となった。民間賃貸住宅の標準契約書が改定され，
新たに家賃債務保証業者型や連帯保証人型において
極度額の記載欄を設けた標準契約書が作成されてい
る，という。その後，住宅総合整備課長が「公営
住宅への入居に際しての保証人の取扱いについて」
2020年２月20日に念押し（https://www.mlit.go.jp/
common/001369103.pdf）。

20　広島県サイト「県営住宅入居者募集の御案内」掲
載日2021年４月15日，https://www.pref.hiroshima.
lg.jp/soshiki/108/1182992095227.html，「令和２年
４月から，県営住宅の入居の際の連帯保証人が不要
となりました。（緊急連絡先の届出をしていただき
ます。）」

21　広島市市営住宅等条例施行規則，2020年１月28日
規則第3号改正，同年４月１日施行。https://www.
city.hiroshima.lg.jp/kikaku/houki/reiki_int/reiki_
honbun/r500RG00000616.html，第７条（緊急連絡
人）。

22　福山市建設局建築部住宅課「福山市営住宅入居申
込案内」2022月１日改訂，
https ://www.c i ty . fukuyama.h iroshima . jp/
uploaded/attachment/214826.pdf，8，10頁。

「市営住宅使用請書　※原則連帯保証人１名（独立
の生計を営み，かつ住民税課税所得のある者）の署

名及び実印の押印が必要です。 
　※連帯保証人の保証限度額は入居時家賃の14か月
分です。」

23　岡田 愛「建物賃貸借契約における保証人保護に
ついて：東京高判平成25年４月24日建物明渡請求控
訴事件を題材に」（京女法学11号185-202頁2017年）
を参照。

24　1982年の面接調査で集積した107件の紛争ケース
が基盤になっているが，保証債務の問題事例は出て
こない。また，六本佳平『民事紛争の法的解決』（岩
波書店1971年249-253頁）でも，当時の都心特有の
事情もあって立退料を支払って家屋明渡しを求める
賃貸借紛争が典型で，保証債務まで追求した事例は
出てこない。

25　https://ssp.kaigiroku.net/tenant/fukuyama/
MinuteSearch.html

26　「発第９号議案 市長の専決処分事項の指定につい
ての変更…」2008年９月30日第４回福山市議会定例
会会議録第５号523頁。

27　福山市議会建設水道委員会記録2006年11月22日９
頁。

28　同会記録2005年12月13日19-20頁，議第286号 訴
えの提起について。１件は54か月分で約166万円滞
納。

29　相談段階への専門職の関与度が知りたいところ
ではあるが，参考までに司法統計から簡裁民事事
件での原告側の代理率を算出しておくと，2021年
の金銭を目的とする訴え321,257件において原告側
の弁護士代理率は42,867件13％，司法書士代理率
は8,653件2.7% と低く，当事者によるものが248,864
件77.5% と大多数で，司法委員の関与が23,814件
7.4% であった（令和３年司法統計年報，民事・行
政 編 Excel 版 https://www.courts.go.jp/app/fi les/
toukei/592/012592.xlsx，第13表）。また，訴訟価額
が60万円以下で争いのない少額訴訟については，全
て金銭を目的とする訴え5,435件において原告側の
弁護士代理率は391件7.2％，司法書士代理率は116
件2.1% と低く，当事者本人によるものが4,688件
86.3% と大多数で，司法委員の関与が1,603件29.5%
と比較的高いのが特徴のようである（同，第14表）。

30　「賃貸住宅標準契約書 平成30年３月版・連帯保証
人型」
https://www.mlit.go.jp/common/001479827.pdf　
甲乙丙３通作成（国土交通省サイト＞『賃貸住宅標
準契約書』について2018.3改定
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/
jutakukentiku_house_tk3_000023.html）

※引用したインターネット情報は，いずれも2022年
9月30日に閲覧可能であった。


